
評価 事業数 ％

◎ 52 80

○ 8 13

△ 1 2

ー 3 5
合計 64 100

凡例
「評価」の区分

◎ ：計画の目標を達成した
○ ：概ね計画を達成した
△ ：計画どおりに実施できなかった
ー ：本年度は該当施策はなかった

　　　　　　                                       資料１

      第３期芦屋町障害者計画

　　　令和５年度取組結果



芦屋町障害者計画【R５】評価表

社
会
教
育
係

生
涯
学
習
課

・総合運動公園使用料割引制度を、町のホームペー
ジ、福祉課が発行している「福祉のしおり」に掲載す
る。

・町のホームページや福祉課が発行している「福祉のしお
り」に掲載した。 ◎

・総合運動公園使用料割引制度を、町のホームページ、福祉課
が発行している「福祉のしおり」に掲載する。

商
工
観
光
係

産
業
観
光
課

・引き続きレジャープールでの割引を実施するととも
に、観光協会ホームページ及び福祉のしおりで周知
する。

・障がい者及び付き添い1名について、レジャープール入場
料を半額にした。

・観光協会ホームページで障がい者割引について周知し
た。

◎ ・申請実績が少ないため、広く周知することが必要である。

地
域
振
興
・
交
通
係

環
境
住
宅
課

・芦屋タウンバス及び市営バスの町内100円運賃の
試行結果をもとに、令和6年度以降の導入または廃
止について、協議・決定する。

・芦屋町巡回バス（無料）について、障がい者及びそ
の介添者を利用対象者とする（継続）。

・芦屋タウンバス及び市営バスの町内100円運賃の試行結
果をもとに、令和7年度以降の導入または廃止を令和6年度
に決定することとした。

・芦屋町巡回バス（無料）について、障がい者及びその介添
者を利用対象者とした（継続）。

◎
芦屋タウンバス及び市営バス町内100円運賃の周知及び芦屋
町巡回バス（無料）の周知を引き続き行う。

 「芦屋町地域公共交通網形成計
画」に基づき巡回バスの運行や
ルートの見直し等を行い、障がい
者等の外出や移動を支援しま
す。

　
地
域
振
興
・

交
通
係

環
境
住
宅
課

・「芦屋町地域公共交通計画」に基づき、バス停ベン
チや上屋等の経年劣化に伴う更新確認を行う。（継
続）

・「芦屋町地域公共交通計画」に基づき、バス停ベンチや上
屋等の経年劣化に伴う更新確認を行い、ベンチ購入につい
て令和6年度予算計上を行った。（継続）

◎ ・「芦屋町地域公共交通計画」に基づき、バス停ベンチや上屋等
の経年劣化に伴う更新確認を行う。（継続）

町営住宅においては「芦屋町町
営住宅長寿命化計画(後期)」に
基づく改善や整備を行います。

住
宅
係

環
境
住
宅
課

・緑ヶ丘団地9棟のエレベーター設置を行う。

・緑ヶ丘団地8棟のエレベーター設置に係る実施設
計を行う。

・緑ヶ丘団地9棟のエレベーター設置については入札の不調
により、令和6年度に設置を行うこととした。

・緑ヶ丘団地8棟のエレベーター設置に係る実施設計を終了
した。

△
・入札不調のため、事業が年度繰越となったが、今後について
は計画通りに取り組んでいく。

一般住宅においては、障がい者
の状況に応じた住環境の整備と
して地域生活支援事業等により
住宅改修を支援します。障がい
者等の外出や移動を支援しま
す。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・サービスガイドや福祉のしおり等による周知を継続
して行う。

・地域生活支援事業等、相談に応じ必要な支援を相
談支援員や民生委員・児童委員へ周知する。

・サービスガイドや福祉のしおりに掲載し、窓口対応時に適
切な情報提供を行った。

・相談支援員に対し、地域生活支援事業等の福祉サービス
の情報提供を行った。

・民生委員・児童委員に対し、障害福祉サービスに関する勉
強会を開催し、情報提供を行った。

◎
・相談支援員や民生委員・児童委員に対し、引き続き積極的に
情報提供を行うことが必要である。

障がい者等が利用しやすいよう
「福岡県福祉のまちづくり条例」
に基づき、計画的に公共施設の
バリアフリー化を進めます。

施
設
所
管
課

建
築
係

都
市
整
備
課

下記の予定工事、設計にバリアフリー化を検討す
る。
　・緑ヶ丘団地9棟エレベーター設置工事
　・緑ヶ丘団地8棟改修工事実施設計委託

・緑ヶ丘団地9棟エレベーター設置工事は工事入札不調によ
り繰越しとなった。

・緑ヶ丘団地8棟改修工事実施設計委託は計画どおり実施
している。

・中央公民館玄関前のスロープ2か所に屋根を設置した。
（生涯学習課）
・総合体育館前スロープへ屋根の設置工事を行った。（生涯
学習課）

・芦屋釜の里収蔵展示施設の改修工事において、バリアフ
リーに対応した工事を行った。

〇
・新設や既存施設の改修に合わせて、バリアフリー化を検討す
る必要がある。

計画的に道路のバリアフリー化
を進めるとともに、県道等の整備
についても県へ働きかけを行い
ます。

土
木
係

都
市
整
備
課

・令和5年度は歩道が設置してある路線の整備は実
施しないため、バリアフリー化や点字ブロックを設置
する計画は無い。

・該当施策無し。 ー

・歩道整備を実施する際は、福祉課と協議を実施し、必要に応じ
てバリアフリー化や点字ブロックの設置を検討する。また、福岡
県が管理する国道・県道については、周辺環境の変化や多様な
利用者の視点を考慮し、通行に支障をきたす恐れがある場合
は、歩行空間の整備を福岡県へ働きかけを行う。

住
宅
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
推
進

道
路
・
公
共
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
の
推

進

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

基本
方針

施策 施策の内容 R5計画 評価 今後の課題等
所管課

(係)
R5取組結果・実績

（具体的に記載すること）

   分野１：安心な暮らしの実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は該当施策はなかった

(

1

)

 
 

生
活
環
境
の
整
備

外
出
・
移
動
支
援

体育施設やレジャープール、タウ
ンバス等の利用料について、引
き続き障がい者割引を行
います。

2



芦屋町障害者計画【R５】評価表

自主防災組織への活動支援を行
うとともに、新たな組織設置へ向
けた働きかけを行います。

庶
務
係

総
務
課

・区長会等の地縁団体に対し、防災に関しての知識の啓
発を行うとともに、地域での訓練実施の際の支援を行う。

・防災士の資格取得にあたる受験費、教材費、登録料など
の必要経費を町が負担し、防災士育成事業を案内すると
ともに、地域での防災士定着を図っていく。

・防災士資格取得者を集めた勉強会を実施し、防災知識
のアップデートと意見交換を行い、防災士の活用を図る。

・三軒屋区で出前講座を実施し、災害時に取るべき対応、ハザードマップ
を用いて、自治区内の危険箇所の確認、避難場所など説明し、自主防災
組織の強化に努めた。

・自治区等が実施する自主防災訓練の実施はなかったが、町が実施する
避難訓練に自治区が参加した。（自治区からの参加者　6月：計320名、11
月は暴風のため自治区訓練中止）

・防災士の資格取得に係る費用を町が負担し、新たに4名が防災士資格
を取得した。また、防災士資格取得者による勉強会を実施し、町の危険
箇所や取るべき避難行動の確認、新たな緊急地震速報の発表基準とな
る長周期地震動などについて、情報共有を行い、地域の自主防災活動
の強化に繋げた。

〇

・防災士資格取得後も地域で活躍できるようフォ
ローアップを行っていくことが重要であり、気象庁
や消防庁からの防災に関する新たな通知を紹介
し、防災知識の向上を図るなど定期的な勉強会
などの集まりを開催することが必要である。

各種ハザードマップの住民への
周知を行います。

庶
務
係

総
務
課

・出前講座等において、ハザードマップの活用と周知を図
る。

・転入者にハザードマップを配布する際、自宅周辺の状況
を説明したうえで、配布する。

・マイタイムラインについて、ハザードマップの活用と併せ
て周知する。

・戸別受信機の試験放送（毎月10日、25日）で、災害に備
えてハザードマップを確認するよう周知した。

・出前講座（三軒屋区サロン、山鹿小学校４年生）で、ハザードマップを活
用し、当該自治区、校区内の危険箇所とともに避難場所などを周知した。

・転入者に自宅周辺の状況などを説明し、ハザードマップを配布した。

・広報あしやで避難情報の種類やそれに応じた取るべき避難行動、福岡
県防災アプリまもるくんなどの入手、設定方法、ハザードマップの活用（6
月号）、地震に対する備えや停電対策について（9月号）周知した。

・戸別受信機の試験放送（毎月25日）で、災害に備えてハザードマップを
確認するよう周知した。

◎

・第３次芦屋町地域福祉計画の策定時に行われ
たアンケートでは、「ハザードマップを確認してい
るか」という問いに対し、「確認している」が
37.5％、「確認していない」が61.1％となっており、
６割の方が確認していないという結果になってい
るため、適時適切に繰り返し、ハザードマップを確
認するよう周知していく必要がある。

早期の避難行動ができるよう、情
報伝達等の向上を目指します。

庶
務
係

総
務
課

・戸別受信機を用いて、災害時の情報を各戸で受信できる
よう配信するとともに、防災メールまもるくん、緊急速報
メール、Yahoo!防災アプリ、芦屋町Line、Lアラート、ｄﾎﾞﾀﾝ
（KBC)などを効果的に使用し、いつでもだれでもどこでも、
災害時の情報を適時適切に配信する。また、当該情報の
入手方法、設定方法なども適時適切に周知する。

・令和4年度に福岡県が開発したスマートフォンアプリ「ふく
おか防災ナビ・まもるくん」の周知を県とともに行う。

・各戸、世帯に配布している戸別受信機の取扱い、使用方法などを広報
あしや12月号に掲載し、災害時等の情報伝達手段が適切に受信できる
よう周知した。

・広報あしや6月号において、福岡県が開発したスマートフォンアプリ「ふく
おか防災ナビ・まもるくん」を周知した。

◎

・避難情報等はわかりやすい言葉で伝えていくこ
とが課題である。また、「情報弱者」については、
戸別受信機を使い確実に伝達できるようにしてい
くことが必要である。

避難行動要支援者名簿の更新と
個別計画の作成支援等により、
障がい者等の支援体制の充実を
図ります。

高
齢
者
支
援
係

福
祉
課

・避難行動要支援者名簿を更新するとともに、名簿の取扱
い、活用に関して関係者への周知を行う。

・広報あしやで避難行動要支援者名簿および個別計画の
策定に向けた周知を行う。

・避難行動要支援者管理システムを導入し、名簿の管理
運用を円滑にして、個別避難計画の作成等につなげられ
る環境の構築を行う。

・避難行動要支援者名簿の対象者について、国の指針に合わせて見直
しを行い、全対象者の情報を更新した。また、名簿更新にあたり名簿の取
扱い・活用に関する個人情報保護研修会を開催した。
　　名簿登録同意者　 495名
　　全対象者　　　  　1,970名
　　研修会参加者　　　 44名

・区長会、民生委員・児童委員協議会で避難行動要支援者名簿の活用、
日常からの地域での関係性、支えあいの必要性を啓発し、個別計画策定
を促した。また、広報あしや6月号にも上記内容を掲載した。

・避難行動要支援者管理システムを導入し、個別避難計画の作成等に向
けた環境の構築を行った。

◎
・避難行動要支援者管理システムを活用し、名簿
の管理運用を円滑にする。

災害発生時等の要支援者への
支援を充実させるため、町内の
障がい福祉サービス事業所との
連携を進めていきます。

生
活
支
援
係

障
が
い
者
・

福
祉
課

・町内の障がい福祉サービス事業所との連携を継続して
いく。

・災害時の行動マニュアルに基づいた図上訓練を実施す
る。

・平成30年度に協定を締結した障がい福祉サービス事業所との連携はで
きている。

・想定される災害時の事例をあげ、福祉避難所の開設や必要物資の確
認、要配慮者への支援等、災害時の行動マニュアルにもとづき、6月に図
上訓練を行った。

◎
・「災害時等における福祉避難所への人的派遣に
関する協定書」にもとづき、迅速に避難対応がで
きるようにしていくことが必要である。

緊
急
時
の
支
援
体
制
の
充
実

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち
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生
活
環
境
の
整
備

基本
方針

施策 施策の内容
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R5計画 評価 今後の課題等
所管課

(係)
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

視覚障がい者が行政情報を円
滑に得られるよう、広報紙の内
容を音声によって提供します。

広
報
情
報
係

企
画
政
策
課

・視覚障がい者等に向けて広報あしやを音声で提供する。

・広報あしやの音声データを提供していることについて、
町のホームページと広報あしやで周知する。

・ウェブアクセシビリティに対応したホームページを作成す
るために、職員研修を実施する。また、各課へホームペー
ジ掲載記事の内容の点検や改善を促す。

・視覚障がい者等に向けて広報あしやを音声で提供した（個人1人、
１団体）。

・広報あしやの音声データを提供していることについて、町のホーム
ページ（常設）と広報あしや（令和5年7月号、令和5年9月号、令和6
年3月号）で周知した。

・ウェブアクセシビリティに対応したホームページを作成するために、
職員研修を実施した（新規採用職員研修2回）。また、各課のホーム
ページ掲載承認申請時に、記事の内容の点検や改善を促した（随
時）。

◎

・ウェブアクセシビリティに対応した記事が今後も作ら
れるよう、職員への定期的な研修やホームページ掲
載承認時の内容点検、改善を引き続き行うことが必要
である。

障がい者等の情報取得を支援
する機器の貸出を行うとともに、
コミュニケーションを手助けする
助聴器等を行政窓口等へ設置
します。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・点字テプラ、聴覚障がい者用ポータブルレコーダーの貸
出を継続する。

・障がいの状況に合わせ、助聴器やコミュニケーション
ボードを活用し対応する。

貸出物品
・点字プリンター
・点字テプラ
・拡大読書器
・ポータブルレコーダー
　貸出件数　0件

・拡大読書器：芦屋図書館に設置

・相談や手続き等必要に応じて、福祉課に設置している助聴器及び
コミュニケーションボードを活用し対応した。

◎
・窓口対応時等、筆談や必要に応じ情報支援機器を
活用し、コミュニケーションを図れるようすることが必要
である。

聴覚障がい者等が、日常生活
において円滑な意思疎通が行
えるよう手話通訳者の派遣を行
います。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・手話通訳者派遣事業を継続し、聴覚障害者の日常生活
での自立を支援する。

・手話通訳者派遣が円滑になされるよう、手話通訳者派
遣事業利用登録者の情報を手話通訳者と共有する。
　
　

・登録手話通訳者　2名

・手話通訳者派遣延べ回数　　0回

・手話通訳者派遣延べ時間　0時間
◎

・必要時に迅速に派遣できるよう、手話通訳者と引き
続き連携を図る必要がある。

・利用者が減少しているため、事業についての周知を
福祉のしおり等で引き続き図る必要がある。

聴覚障がい者等への円滑な手
続きの支援を行うため、行政窓
口に手話通訳者を設置します。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・庁内に手話奉仕員を配置する（１名）。
・庁内に手話奉仕員を1名配置し、聴覚障がい者の手続き等がス
ムーズに進むよう支援した。 ◎

・庁内の手話奉仕員が不足しているため、講座等（中
間市、遠賀郡の1市4町での養成講座）に参加し育成を
していく必要がある。

(

2

)

 
障
が
い
者
の
意
思
疎
通
支

　
　
 

援
の
充
実

意
思
疎
通
支
援

(

1

)

 
 

障
が
い
者
に
配
慮
し
た
情

 
 
 
 
 

報
提
供
等
の
充
実

情
報
提
供
の
充
実

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

基本
方針

施策 施策の内容 R5計画 評価 今後の課題等
所管課

(係)

   分野２ ：情報アクシビリティの向上及び意志疎通支援の充実　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）

ボランティア活動

センターに設置

4



芦屋町障害者計画【R５】評価表

障
が
い
に
つ
い
て
の
啓
発

障がい等によって生じる暮らし
づらさへの理解を広めるととも
に、障がい者等への差別をなく
すため、広報等による啓発を行
います。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・12月3日～9日までの障害者週間にあわせ、広報あしやに
て、障がい者への理解等を働きかける記事を掲載する。

・人権まつりで、障がいの理解促進を図るための啓発を行う。

・ヘルプカードの窓口での配布、ヘルプマークについての周知
を継続して行う。

・広報あしや12月号で、障害者週間や障がい者差別解消条例、障が
い者虐待に関する記事を掲載し、障がい者への理解促進を図った。

・人権まつりで、障がいの理解促進チラシ及びクリアファイルを配布
し、障がいについての啓発を行った。

・ヘルプマークのポスターを庁舎内に掲示し、広報あしや8月号や町
ホームページで周知を行った。また、窓口でヘルプカードの配布を
行った。

◎

・障がいを正しく理解し、障がいのある人たちが社会
参加できる機会を広げるため、一人ひとりが障がい
に関しての知識を深め、物理的・心理的なバリアを
なくしていくことが必要である。

事
業
者
に
よ
る
合
理
的
配
慮
の
推
進

障害者差別解消法の周知を行
い、事業者による合理的配慮の
提供を促します。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・広報及び町のホームページで「障害者差別解消法」及び「芦
屋町障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例」
の掲載を継続し合理的配慮の周知をする。

・遠賀郡四町で足並みを揃え、障害者差別解消法に関する条
例改正を行い、改正した内容について周知を図る。

・広報あしや12月号及び町ホームページで「障害者差別解消法」及び
「芦屋町障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例」につ
いて掲載し、合理的配慮の周知を行った。

・遠賀郡四町で足並みを揃え、3月に障害者差別解消法に関する条
例改正を行った。また、民間事業者による障がいのある人への合理
的配慮の義務化について周知を図るため、商工会報12月号に記事を
掲載した。

◎
・広報あしや、町ホームページ、商工会報等で継続
して合理的配慮に関する周知を行うことが必要であ
る。

学
習
機
会
の
提
供

人権まつりを開催し、障がい者
団体等による催しや作品に触れ
障がいへの理解を深める機会
を提供します。

社
会
教
育
係

生
涯
学
習
課

・12月4日～10日の人権週間にあわせて、第25回芦屋町人権
まつりを開催し、障がい者への理解を深める機会の提供に努
める。

・人権週間にあわせて、第25回芦屋町人権まつりを開催し、障がい者
への理解を深める機会の提供を行い、人権意識の啓発を図ることが
できた。

◎
・人権まつり事業の中で、障がい者への理解を深め
めるための啓発を継続していく。また、人権まつりの
来場者を増やすことが課題である。

障
害
者
差
別
解
消
法
に
基
づ
く
町
条

例
の
制
定

障害者差別解消法に基づく町
条例を制定し、差別の解消等を
推進します。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・広報及び町のホームページで「障害者差別解消法」及び「芦
屋町障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例」
の掲載を継続し合理的配慮の周知をする。

・人権まつりで、障がいの理解促進を図るための啓発を行う。

・広報あしや12月号及び町ホームページで「障害者差別解消法」及び
「芦屋町障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例」につ
いて掲載し、合理的配慮の周知を行った。

・人権まつりで、障がいの理解促進チラシ及びクリアファイルを配布
し、障がいについての啓発を行った。

◎
・広報あしや、町ホームページ等で継続して合理的
配慮に関する周知を行うことが必要である。

（
1

）
 

障
が
い
に
対
す
る
理
解
の
推
進

所管課
(係)

   分野３：差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

基本
方針

施策 施策の内容 R5計画 評価 今後の課題等
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

障がい者の権利や財産を守る
ための成年後見制度の周知を
行います。

高
齢
者
支
援
係

福
祉
課

・中核機関と協力しながら、住民からの相談に適切に対応す
る。

・成年後見制度が住民にとって身近な制度となるよう、町の
ホームページや広報あしや等を通じた啓発を行う。

・郡内３町及び中核機関と連携し、制度啓発のための講演
会を開催する。

・中核機関（北九州市・岡垣町・遠賀町と共同）を設置し、住民から
の相談に専門職が対応する環境を整備している。

・町のホームぺージや広報あしや5月号で無料出張相談の開催を
伝えたほか、成年後見制度の説明記事を掲載した。

・自治区で行われている地域交流サロンの実施団体に無料出張相
談のチラシを配布した。

・遠賀町、岡垣町と合同で住民向けの講演会を開催し、全体で16
名が参加した。

◎

・中核機関と協力しながら、住民からの相談に適切に
対応する。

・成年後見制度が住民にとって身近な制度となるよう、
町のホームページや広報あしや等を通じた啓発を行
う。

・郡内３町及び中核機関と連携し、制度啓発のための
講演会を開催する。

高
齢
者
支
援
係

福
祉
課

・成年後見制度が住民にとって身近な制度となるよう、町の
ホームページや広報あしや等を通じた啓発を行う。

・成年後見制度利用支援事業を実施して、申立人のなり手
がいない人や、後見人等に対する報酬を支払う金銭的余裕
がない人など、制度の利用に困難を抱えている人を支援す
る。

・中核機関（北九州市・岡垣町・遠賀町と共同）を設置し、住民から
の相談に専門職が対応する環境を整備している。

・町のホームぺージや広報あしや5月号で無料出張相談の開催を
伝えたほか、成年後見制度の説明記事を掲載した。

・自治区で行われている地域交流サロンの実施団体に無料出張相
談のチラシを配布した。

・遠賀町、岡垣町と合同で住民向けの講演会を開催し、全体で16
名が参加した。

・専門職向けの勉強会を1回実施し、8名が参加した。

・成年後見制度利用支援事業に該当するような後見制度の利用に
困難を抱えている人からの支援要請や相談はなかった。

◎

・成年後見制度が住民にとって身近な制度となるよう、
町のホームページや広報あしや等を通じた啓発を行
う。

・成年後見制度利用支援事業を実施して、申立人がい
ない人や、後見人等に報酬を支払う金銭的余裕がな
い人など、制度の利用に困難を抱えている人を支援す
る。

生
活
支
援
係

障
が
い
者
・

福
祉
課

・成年後見制度についての相談時、地域包括支援センター
の社会福祉士と連携をとり、相談支援機関や関係機関へつ
なぐことで必要な制度が利用できるよう支援する。

・成年後見制度について、障がいのある人からの相談はなかった
が、地域包括支援センターと連携し、関係機関へつなぐ準備を整
えた。

◎
・相談者が必要としている制度について、利用できる中
核機関とともに引き続き支援を継続していくことが必要
である。

障がい者虐待について広報紙
や町のホームページへ掲載し
広報・啓発活動により、虐待の
防止を図ります。

生
活
支
援
係

障
が
い
者
・

福
祉
課

・12月3日～9日の障害者週間に合わせ、障がい者虐待につ
いて広報に掲載する。

・ポスターやチラシ、ホームページ等にて継続して啓発を行
う。

・広報あしや12月号及び町ホームページで「障害者差別解消法」及
び「芦屋町障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例」
について掲載し、合理的配慮の周知を行った。

・県から送付されるポスターを庁舎内に掲示、チラシを窓口に配架
し、ホームページにて周知を行った。

◎

・虐待を受けている人が虐待を受けていると認識でき
ずに、自分から被害を訴えられない場合があるため、
周囲の人がこの問題を認識し、虐待防止につながるよ
う、継続して啓発を行うことが必要である。

障がい者虐待を疑われる事案
の相談や通報に応じ、関係機関
と連携して障がい者虐待の早期
対応を図るとともに、養護者の
ケアを行います。

生
活
支
援
係

障
が
い
者
・

福
祉
課

・虐待に的確に対応できるよう研修会等に参加し、職員の資
質の向上を図る。

・施設従事者による虐待を想定した「障がい者虐待防止対応事例
検討会」に参加し、職員の資質向上を図った。 ◎

・障がい者虐待について的確に相談対応ができるよ
う、職員の資質向上を図ることが必要である。

（
2

）
 

権
利
擁
護
の
推
進

権
利
擁
護
の
推
進

（
3

）
障
が
い
者
虐
待
の
防
止

障
が
い
者
虐
待
の
防
止

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

基本
方針

施策 施策の内容 R5計画 評価 今後の課題等
所管課

(係)

   分野３：差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）

成年後見制度利用の相談に応
じるとともに、養護者がいない場
合等の成年後見制度の利用支
援を行います。
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

相談支援事業所による一般相
談窓口を設置し、障がい者の相
談対応の充実を図ります.

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・一般相談窓口（委託）を継続して設置する。
　　　「みどり園」
　　　「まつかぜ荘」

・相談や障がい福祉サービスの利用、社会資源の
利用等について、窓口で情報提供等を行う。

・一般相談窓口として指定特定相談支援事業所に委託した。
  　「みどり園」
  　「まつかぜ荘」
   　　　相談件数　　1件/年

・相談や障がい福祉サービスの利用、社会資源の利用等につい
て、上記事業所の案内を行った。

◎

・一般相談窓口（委託）を引き続き設置する。

・窓口での情報提供を継続し、相談対応を充実させる必要があ
る。

町ホームページ等で、障がい者
等へ困りごとに応じた相談窓口
の周知を図ります。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・相談受付時に、相談支援事業所の案内を行う。

・相談窓口について、福祉のしおり、町のホーム
ページにより継続して周知を図る。

・相談窓口について福祉のしおりに掲載し、手帳交付時や相談者
へ周知した。

・相談支援事業所について、町のホームページや福祉のしおりに
掲載し周知した。

◎
・必要な時に相談できるように、相談窓口について、今後も周知
をしていくことが必要である。

障害者相談員が障がい者の地
域の相談窓口となり、福祉サー
ビスや手続き方法の紹介等を
行うほか、関係機関との連携を
図ります。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・身体障がい者相談員2名、知的障がい者相談員1
名を設置し障がい者の相談に対応する。

・相談員の資質向上を図るために相談員研修会へ
の参加を促す。

・障がい者手帳新規取得者や交付時に障がい者
相談の窓口について説明し周知する。

・町のホームページに、引き続き身体・知的障がい
者相談員について掲載し周知する。

・身体障がい者相談員2名、知的障がい者相談員1名を設置し障
がい者の相談に対応できるようにした。
　　　　　　相談件数　6件

・福岡県障がい者相談員研修会に参加し、相談員の資質向上を
図った。

・障がい者手帳新規取得者に福祉のしおりを配布し、障がい者相
談の窓口について周知した。

・広報紙や町ホームページに、身体・知的障がい者相談員を顔写
真入りで掲載し、周知を図った。

◎
・広報紙や町ホームページの掲載内容について、必要に応じ内
容の見直しを図る必要がある。

民生委員が障がい者の地域の
相談窓口となり、福祉サービス
や手続き方法の紹介等を行う
ほか、行政機関へつなぐ等の対
応を行います。住民がより気軽
に相談できるよう、研修等でス
キルアップを図ります。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・地域での相談活動に従事する民生委員と連携を
図り必要な福祉サービスや支援等へつなぐ。

・障がい者福祉サービス等について把握できるよう
に民生委員・児童委員へ身体・精神障がい者福祉
のしおりを配布し説明をする。

・民生委員・児童委員へ必要に応じ各種研修会の
案内を行う。

・民生委員・児童委員からの相談に対し、必要なサービス等につ
いて案内した。

・8月に新任の民生委員・児童委員に対し、福祉のしおりを用い
て、障がい福祉サービスや制度に関する勉強会を開催した。

・民生委員・児童委員の役員会、定例会において、各種研修会の
案内を適宜行った。

◎
・民生委員・児童委員が適切な支援を行えるよう、適宜勉強会を
開催し、障がい福祉サービスの知識向上を図ることが必要であ
る。

（
１

）
　
相
談
支
援
体
制
の
充
実
・
強
化

相
談
窓
口
の
充
実

地
域
で
の
相
談
活
動

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

基本
方針

施策 施策の内容 R5計画 評価 今後の課題等
所管課

(係)

   分野４：自立した生活や意思決定支援の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

福
祉
制
度
の
周
知

障がい者等がニーズに応じた適切な福祉
サービスを受けられるよう、町ホームペー
ジやサービスガイド等で制度の周知を行
います。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・町のホームページやサービスガイド等で福祉サービスについ
て継続して周知する。

・法や制度の改正に合わせ、町のホームページやサービスガイ
ド、福祉のしおりの内容を更新していく。

・障がい福祉サービスについて、社会資源マップ（町ホーム
ページ）やサービスガイド等に掲載し、周知を図った。 ◎

・障がい福祉サービスや制度について、適宜、
情報の更新を行い内容を充実させていくこと
が必要である。

障害者総合支援法に基づき、障がい者が
地域において自立した日常生活や社会
生活が営めるよう、個々のニーズに応じ
て居宅介護や放課後等デイサービス等
のサービスを提供します。また、遠賀・中
間地域で連携を取りながらサービス等を
検討していきます。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・障がい者の自立支援のため、居宅介護や生活介護等の介護
給付、共同生活援助、就労支援等の訓練給付、障がい児通所
支援等を必要とする障がい児・者へ障害者総合支援法・児童
福祉法に基づきサービスの提供をする。

・地域生活支援拠点等について、事業所間での連携を図るた
め、事例検討会を含め情報共有や意見交換の場を確保する。

・宗像・遠賀保健福祉環境事務所と1市4町（中間市・遠賀郡）
が連携し、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの
構築に向けた取り組みを行う。

・支援を必要とする障がいのある人から相談を受けた時に、聞
き取りや相談支援専門員との連携により、対象者にとって必要
なサービスを検討した。その上で、障害者総合支援法・児童福
祉法に基づいて支給を決定し、福祉サービスを提供した。

・事業所間での意見交換や情報共有を図るため、遠賀中間地
域障がい者支援協議会で、以下の取り組みを行った。
　※虐待防止研修会の開催（8月）
　※施設見学の開催（10月）
　※精神障害者地域移行の意見交換会の開催（1月）

・宗像・遠賀保健福祉環境事務所と一市四町（中間市・遠賀
郡）で意見交換や情報共有を行い、「精神障がいにも対応した
地域包括ケアシステムの構築」に向けて協議を行った。

◎

・対象者にとって必要なサービスを提供できる
よう、引き続き相談対応や相談支援専門員等
との連携が必要である。

・地域生活支援拠点等において、情報共有や
意見交換の場を設け、事業所間での連携を図
ることが必要である。

・宗像・遠賀保健福祉環境事務所と一市四町
（中間市・遠賀郡）が連携し、「精神障がいにも
対応した地域包括ケアシステムの構築」に向
けて協議を継続することが必要である。

放課後等デイサービス「芦屋すてっぷくら
ぶ」を運営し、障がい児へ日中過ごす場
所を提供します。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・放課後等デイサービスにより、障がい児へ日中過ごす場所を
提供する。

・チラシの配布や広報掲載を行い、周知を図る。

・町の要綱に基づいて福祉サービスを提供した。
      利用実人数　　 6名　 延人数　62名
      開所延日数　253日  （R6.3.31時点）

・相談時や教育相談会で、芦屋すてっぷくらぶのチラシを配布
し、周知を図った。

◎
・サービス利用が必要な障がい児に、サービ
ス提供ができるよう、芦屋すてっぷくらぶの周
知を継続して行う必要がある。

遠賀郡４町で「障害者支援センターさくら」
を運営委託し、障がい者へ日中過ごす場
所を提供します。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・募集要項を遠賀郡4町のホームページで公表し、募集要項に
もとづき事業所から提出された書類を遠賀郡4町で審査し、移
譲先の事業所を選定する。

・遠賀郡四町で書類審査等の事務手続きを行い、移譲先の事
業者を選定した（令和6年度から移譲先の事業者による運営と
なる）。

◎ 　　　　　　　　　　　ー

（
2

）
 

福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

   分野４：自立した生活や意思決定支援の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

基本
方針

施策 施策の内容
所管課

(係)
R5計画

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）

評価 今後の課題等
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

高
齢
者
支
援
係

福
祉
課

・サービスの利用状況による評価を行い、サービスごとに、今
後の必要性について検討を行う。

・サービスの利用を必要とする人に対し、情報が確実に届くよ
う、民生委員やケアマネジャーなど、本人の身近な人を通じた
情報提供を行う。

・福祉サービスガイド（冊子）を転入手続時等に配布すること
で、サービスの内容を分かりやすく住民に知らせる。

・サービスの利用状況による評価を行い、引き続き各事業を実
施することとなった。

・介護支援専門員や福祉サービスガイド等により各事業の周
知を図った。事業の利用者数は以下のとおり。
・高齢者等配食サービス事業
　　　　　　　　　　　　　利用人数　　 90名
・寝具洗濯乾燥サービス事業
　　　　　　　　　　　　  利用人数　  　 2名
・緊急通報システム事業
　　　　　　　　　　　　　利用人数　 　20名
・救急医療情報キット給付
　　　令和5年度配布13個(累計1,108個）

・福祉サービスガイド（冊子）を転入手続時等に配布すること
で、サービスの内容を分かりやすく住民に知らせることができ
た。

◎
・サービスの利用を必要とする人に対し、情報
が確実に届くよう、引き続き周知する必要があ
る。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・相談者の意向に沿った支援ができるよう、状況の把握を行
い、ニーズに合ったサービス及び事業の提供を行う。

・身体及び精神障がい者福祉のしおりで、手帳交付者や相談
者の対し、周知を図る。

・福祉のしおり等により各事業の周知を行った。
事業の利用者数は以下のとおり。

・自動車改造費助成事業　利用者数　0名
・福祉タクシー料金助成事業
　　交付者数　110名　配布冊数　160冊　利用率　　52.7％
・重度心身障害者介護用品給付サービス事業
     利用者数　　  0名
・心身障害者扶養共済制度助成事業　新規　　0名

◎
・支援を必要とする人に、正確な情報が確実に
届くよう、情報提供の手法について工夫が必
要である。

（
3

）
意
思
決
定
支
援
の
推
進

相
談
員
に
よ
る
意
思
決
定
支
援

障がい者の人格や個性を尊重し、生活に
おける自己決定・自己選択の支援を行う
ため、相談員による計画相談等の利用を
促進します。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・障がい児のセルフプランを計画相談へ移行するよう、障がい
福祉サービスの更新時に案内する。

・障がい者（児）に適した福祉サービスが受けられるよう、相談
支援専門員や事業所と連携を継続し計画相談等の利用を促進
する。

・障がい児のセルフプランを計画相談へ移行するよう案内し、
下記のとおり向上した。

・障がい児計画相談の支給決定者数
R4：83.3％（サービス利用者数42名中35名　セルフプラン7名）
R5：85.4％（サービス利用者数48名中41名　セルフプラン7名）

・障がい者の計画相談の支給決定者数
R4：97.4％
（サービス利用者数117名中114名　セルフプラン3名）
R5：98.4％
（サービス利用者数126名中124名　セルフプラン2名）

・相談支援専門員や事業所等と連携を図り対象者に適した
サービスを提供した。

〇

・障がい児のセルフプランを計画相談へ移行
するよう、障がい福祉サービスの更新時に案
内する。

・障がい者（児）に適した福祉サービスが受け
られるよう、相談支援専門員や事業所等と連
携を継続し、計画相談等の利用を促進する。

（
2

）
 

福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

町
の
サ
ー

ビ
ス
に
よ
る
生
活
支
援

緊急通報装置貸与事業や福祉タクシー
料金助成事業等により、障がい者等の在
宅生活を支援します。
【事業名】
　・高齢者等配食サービス事業
　・寝具洗濯乾燥サービス事業
　・緊急通報装置貸与事業
　・救急医療情報キット給付事業
　・自動車改造費助成事業
　・福祉タクシー料金助成事業
　・重度心身障害者介護用品給付
　 サービス事業
　・心身障害者扶養共済制度助成事業

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

   分野４：自立した生活や意思決定支援の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

基本
方針

施策 施策の内容
所管課

(係)
R5計画

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）

評価 今後の課題等
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

乳幼児健診等により、支援を要
する乳幼児の早期発見を図り、
療育につなげます。

健
康
づ
く
り
係

健
康
・
こ
ど
も
課

・関係機関と連携して、情報交換・情報共有を行い、早期に
必要な支援へ繋げる。

・母子健康手帳交付や乳児家庭全戸訪問、養育支援訪
問、乳幼児健康診査、転入時などで、子育て世代包括支援
センターについての情報提供による周知を図り、相談しや
すい体制を継続するとともに、必要な支援へ繋げる。

・未受診児に対しては、健診の勧奨や必要性などの説明を
行っていく。また、未受診となった場合は、児の状況の把握
は行い、必要時にほほえみ相談に繋げることができるよう
対応する。

・関係機関（町内保育所・幼稚園、学校教育課、福祉課、子育て支援
係、子育て支援センター等）と日頃から連携を深め、適宜情報交換・
情報共有を行い、必要な支援を行った。

・芦屋町要保護児童対策地域協議会実務者会議に参加し、各課との
情報共有を図った（3回/年）。

・転入時、母子健康手帳交付時など子育て世代包括支援センターの
周知を行った。

・乳児家庭全戸訪問や養育支援訪問、乳幼児健康診査などで、こと
ばや発達の相談があった場合は、ほほえみ相談（ことばや発達の相
談）や乳幼児健康診査の小児科医師に相談して、必要な支援につな
げた。

・乳幼児健診では、4カ月児健康診査は受診率97.1%（R4年度97.4%）1
歳6カ月児健康診査は受診率94.1%（R4年度92.0％）、3歳児健康診査
は受診率91.3%（R4年度92.9%）。未受診者に対しては、電話や訪問、
未受診者アンケート等で児の状況把握に努めた。

◎

・関係機関との情報交換や連携会議などで、相談体
制を連携を継続する必要がある。

・乳幼児健康診査や転入時などこども家庭センター
についての情報提供を徹底して、相談しやすい体制
を継続する必要がある。

・未受診児に対しては、健診の勧奨や必要性の説
明を行うなどして、受診できるように対応する必要が
ある。

臨床心理士によることばの相談
により、支援を要する幼児の早
期発見を図り、療育につなげま
す。

健
康
づ
く
り
係

健
康
・
こ
ど
も
課

・母子健康手帳交付や乳児家庭全戸訪問、養育支援訪
問、乳幼児健康診査、転入時などで、ほほえみ相談につい
ての情報提供を徹底して、ことばや発達について相談しや
すい体制を継続する。

・ほほえみ相談の相談者のうち支援が必要とされた児に対
しては、ほほえみ教室を案内する。教室では、母子に対し
て人と関わることの楽しさや社会生活を送る上での必要な
技術を教えることで、乳幼児の健全な発達に向けて支援す
る。

・ほほえみ教室参加者については、ほほえみ相談による評
価を行い、必要時は保育園などに現状の報告をし対象児
の発達支援に繋がるよう対応していく。

・ほほえみ相談（ことばや発達の相談）を実施して、支援を要する幼
児の早期発見を行った。

・保育園・幼稚園と連携して、ことばや発達について乳幼児の相談を
受けた場合は、臨床心理士に繋げた。

・ほほえみ相談（ことばや発達の相談）は、実施回数12回（R4年度11
回）、相談実人数45人（R4年度50名）、延人数72名（R4年度59名）。

・乳幼児健康診査時のほほえみ相談人数は、1歳6カ月児健康診査
時8名（R4年度18名）、3歳児健康診査時15名（R4年度15名）。

・ほほえみ教室（親子発達教室）は、実施回数12回（R4年度11回）、
参加実人数11名（R4年度11人）、延人数63名（R4年度35人）。

・ほほえみ教室参加者については、適宜ほほえみ相談による評価を
行った。

◎

・関係機関と定期的に情報交換・情報共有を行い、
支援を要する幼児を相談に繋げられるよう、相談体
制の連携を継続する必要がある。

・乳幼児健康診査でほほえみ相談を実施すること
で、相談しやすい体制となっており、今後も継続して
いく。
また、転入時など、ほほえみ相談についての情報提
供を行い、ことばや発達について相談しやすい体制
を継続する必要がある。

・ほほえみ教室参加者については、引き続き、ほほ
えみ相談による評価を行い、必要時は保育園など
に現状の報告をし対象児の発達支援に繋がるよう
対応していく必要がある。

障
が
い
児
の
療
育
支
援

障がい児保育への補助制度に
より、障がい児保育を充実しま
す。

子
育
て
支
援
係

健
康
・
こ
ど
も
課

・町内の私立保育所が障がい児保育を実施するために必
要な保育士の加配に対し、補助金の交付を行う。

・町内の私立保育所が障がい児保育を実施するために必要な保育
士の加配に対し、補助金の交付を行った。
 芦屋保育園：444,000円
 緑ヶ丘保育園：3,996,000円

◎
引き続き町内の私立保育所が障がい児保育を実施
するために必要な保育士の加配に対し、補助金の
交付を行う。

（
4

）
障
害
児
に
対
す
る
支
援

相
談
体
制
の
充
実

所管課
(係)

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

基本
方針

施策 施策の内容 R5計画 評価 今後の課題等

   分野４：自立した生活や意思決定支援の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

臨床心理士が保育所や小中学
校を訪問する巡回相談により、
児童への助言をはじめ必要な
支援を行います。

学
校
教
育
係

学
校
教
育
課

・保育園、幼稚園を対象にすくすく発達相談を行い、
専門家からの助言を受けることで、必要な支援につ
なげる。
　　　　3回/年

・小学校、中学校を対象に巡回相談を行い、専門家
からの助言を受けることで、必要な支援につなげ
る。
　　　　6回/年

・保育園、幼稚園を対象にすくすく発達相談を行い、専門家から
助言をいただくことで、支援につなげることができた。また、関連
機関との情報共有も行った。
　　令和5年度：各保幼年3回ずつ＋臨時に1回　合計19回開催

・小学校、中学校小を対象に巡回相談を行い、専門家から助言を
いただくことで、支援につなげることができた。また、関連機関と
の情報共有も行った。
　　令和5年度：各小中学校年6回ずつ　合計24回開催

◎
・対象となる児童に専門的な支援がなされるように、今後も巡回
相談を継続していく必要がある。

関係課による協議の場を設け、
支援を要する児童への対応を
充実させます。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・三課（学校教育課、健康・こども課、福祉課）による
実務者会議（令和5年度より名称変更）に参加し、課
題や情報の共有を行うことで対応の充実を図る。
　　　3回/年

・芦屋町要保護児童対策地域協議会（健康こども課、学校教育
課、福祉課、児童相談所等関係機関）に参加し、情報共有を行っ
た。
　3回/年

◎
・今後も健康・こども課や学校教育課及び児童相談所等の関係
機関と情報共有を行い、対象者が適切なサービスにつながるよ
う努めることが必要である。

（
4

）
障
害
児
に
対
す
る
支
援

障
が
い
児
の
療
育
支
援

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

   分野４：自立した生活や意思決定支援の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

基本
方針

施策 施策の内容
所管課

(係)
R5計画

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）

評価 今後の課題等
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

施策の内容

若年妊産婦やハイリスク妊婦へ
の支援のため、妊婦健診を確
実に受診するよう指導します。

健
康
づ
く
り
係

健
康
・
こ
ど
も
課

・妊婦健診の受診率（妊婦健診補助券利用回数を14回
中10回以上とする）の目標を、98％以上とする。

・妊婦へのアンケートを実施し、妊婦健診・妊婦歯科健診
の受診状況を把握する。

・妊婦への電話や面談で、妊婦健診・妊婦歯科健診の受
診勧奨を行う。

・妊婦健診の受診率（妊婦健診補助券利用回数を14回中10回以上
とする）は、94％であった。

・妊婦へ電話や面談、アンケートを実施し、体調確認や受診状況の
把握等を行った。また、その際、妊婦健診や妊婦歯科健診の受診勧
奨を行った。

・妊婦への体調確認のための電話・面談件数は、延べ66件、アン
ケート回答数は48件であった。

〇
・定期的な妊婦健診の受診の必要性を周知し、確実に受
診するよう対象者に確実に勧奨を実施する。

乳幼児全戸訪問を行い、出産
後の指導を徹底します。

健
康
づ
く
り
係

健
康
・
こ
ど
も
課

・母子健康手帳交付時から継続して妊婦と関わることで、
産後の母子への早期支援の必要性を判断する。

・医療機関（産婦人科、小児科医）等と連携をとり、母子
保健事業を通して、母子の継続的な支援を行う。

・出生後、乳児家庭全戸訪問を59名に行った。

・低出生体重児や育児不安のある産婦には、生後2カ月よりも早く訪
問に行き、母子の育児支援を行った。母の精神疾患があるなど、必
要な場合は継続的に訪問支援を行った。（養育支援件数延25名）

◎

・母子健康手帳交付時や妊娠中の体調確認、妊婦健診
の結果を確認することで、産後の母子への早期支援の必
要性を判断する必要がある。

・医療機関（産婦人科医、小児科医）等と連携をとり、出生
後は母子保健事業（乳児家庭全戸訪問や養育支援訪
問、乳幼児健康診査等）を通して、継続的に母子を支援す
る必要がある。

保護者等の支援のため、母子
手帳交付時の保健指導を充実
します。

健
康
づ
く
り
係

健
康
・
こ
ど
も
課

・ハイリスク妊婦には、支援プランを作成し、実施・評価を
行う。また、妊婦の個別ニーズに応じた情報提供や相談
支援を継続する。

・医療機関（産婦人科医院など）と連携し、早期支援を継
続していく。

・支援プラン作成が必要な妊婦はいなかったが、継続的な支援を要
する妊産婦には、電話や訪問等を継続的に実施した。また、妊婦の
個別ニーズに応じた情報提供や相談支援を行った。

・ハイリスク妊婦の支援のために、適宜医療機関との連携を図った。

◎
・支援を必要とする妊婦を把握するため、医療機関（産婦
人科医院など）と連携し、早期に支援につなげる。

両親学級の参加拡大のため、
保健指導の機会等に周知を行
い参加を促します。

健
康
づ
く
り
係

健
康
・
こ
ど
も
課

・両親学級（3回/年）、すくすく広場（栄養講話）を継続して
行い、母子健康教育の充実を図る。

・子育て支援センターの日曜日開所に伴う栄養講話、実
習については新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め中止することとしているが、再開にむけて調整を行う。

・両親学級は年3回の開催で10名の参加があった。助産師などから
話を聞くことで出産への不安が和らげることができた。

・すくすく広場（栄養講話）は8組の参加があり、子どもの食生活や家
族の食生活を見直すきっかけとすることができた。

・子育て支援センターの日曜日開所に伴う栄養講話、実習について
は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止とした。

◎

・様々な情報が溢れているので正しい知識の普及が必要
である。

・参加者のニーズを把握し、知りたい情報を提供し、支援
していく必要がある。

(

1

)

 
保
健
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

妊
婦
健
診
・
訪
問
指
導
の
推
進

母
子
健
康
教
育
の
充
実

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

   分野５：保健事業の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

基本
方針

施策 R5計画 評価 今後の課題等
R5取組結果・実績

（具体的に記載すること）
所管課

(係)
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

施策の内容

障がいにもつながる生活習慣
病等の予防や早期発見のた
め、健診受診率の向上に努め
ます。

健
康
づ
く
り
係

健
康
・
こ
ど
も
課

・令和5年度の目標受診率は60％となっている。対象者が多
い65歳以上の受診率向上のため医療機関と連携した受診
勧奨や医療情報収集事業の協力者数を増加させるため、返
信がない人へは訪問や電話で再勧奨を行う。受診勧奨はが
きで予約をとれる体制を継続する。

・5月に受診券を対象者全員に送付した。また、継続受診率向上の
ため、前年度受診した人166人へ電話や訪問による勧奨を実施し、
116人が受診につながった。さらに、8月と1月に個人の特性に応じパ
ターン分けした個別通知による受診勧奨を行い、あわせて電話勧奨
を実施した。往復はがきで予約をとれる体制やWEB予約できる体制
を整えた。

・医療情報収集事業については、対象者149人に協力依頼文書を送
付し、約60人から同意を得ることができた。

・R5年度受診率としては、37.7%（暫定）となり、R4年度受診率37.1%と
比較し僅かではあるが上昇する見込みである。

〇

・第4期特定健康診査等実施計画で設定している目
標受診率40％を目指す。同規模市町村と比較し、対
象者数が多い65歳以上の特定健診受診が低くなって
おり、その層は、既に生活習慣病で治療中の人が多
いことから、医療機関と連携した受診勧奨の実施や
医療情報収集事業を強化していく必要がある。

健診の結果に応じて特定保健
指導を実施し、重症化予防を図
ります

健
康
づ
く
り
係

健
康
・
こ
ど
も
課

・特定健診の結果、受診勧奨判定値以上の対象者へ紹介状
を発行し、医療機関への受診を勧める。また紹介状発行か
ら3カ月後を目途に紹介状の返信のない人のレセプトによる
受診の確認を行い、未受診の場合は再勧奨を行う。

・糖尿病性腎症重症化予防プログラムの同意を個別健診受
診者にも得られるように、かかりつけ医との連携を図る。

・令和5年度は紹介状を55名に発行し1月末時点で40名（73.0％）が
医療機関につながっている。また未受診者については電話で医療
機関への受診勧奨や令和6年度の特定健診の受診勧奨を行った。

・糖尿病性腎症重症化予防プログラムについては、19名が該当し,そ
のうち12名がプログラムの参加に同意した。同意者のうち病院受診
者は10名。未受診者2名。同意無しの7名はいずれも病院受診をして
いた。

◎

・健診結果が受診勧奨判定値以上の人で、医療機関
未受診者を減らすため、引き続き、電話等で勧奨して
いく必要がある。

・糖尿病性腎症重症化予防プログラムの同意率を向
上させるため、特に個別健診受診者へ重症化予防へ
の取り組みを勧めていく必要がある。

(

1

)

 
保
健
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

健
康
診
査
・
健
康
相
談
の
充
実

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

   分野５：保健事業の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

基本
方針

施策
所管課

(係)
R5計画

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）

評価 今後の課題等
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

職員研修を行い、町職員による
障がい者等への差別の解消及
び合理的配慮に対する理解を
深めます。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・差別解消法や合理的配慮に関する職員研修
会を実施する。（研修会は2年に1回、次回は令
和6年度）

・新人職員に、合理的配慮職員対応マニュアル
を配布し理解を深める。

・次回の職員研修会等は令和6年度開催のため、令和5年度は実
施していない。 ー

・差別解消法や合理的配慮について、職員に対する理解を深め
ることが必要である。

窓口や事業等において、社会的
障壁を除去するための必要か
つ合理的な配慮の提供を行い
ます。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・引き続き窓口に筆談用の白板や助聴器を設
置し、必要時には活用して対応する。

・窓口での相談時などに、筆談用の白板や助聴器を設置し、対応
を行った。

・手話奉仕員を庁内に設置した。
◎

・職員に対して、合理的配慮の理解を深めていくことが必要であ
る。

(

1

)

 
行
政
に
お
け
る
合
理
的
配
慮
の
推
進

合
理
的
配
慮
の
提
供

R5計画 評価 今後の課題等
R5取組結果・実績

（具体的に記載すること）

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

   分野６：行政における配慮の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

所管課
(係)

基本
方針

施策 施策の内容
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

民間事業所等に対し、障がい者
雇用に関する制度の周知を行
い障がい者雇用の促進を図りま
す。

商
工
観
光
係

産
業
観
光
課

・ハローワーク等と連携し,引き続き広報やホームページで
障がい者雇用等の情報を掲載し周知する。

・事業者への周知については、国及び県のチラシ等を活用
し実施する。

・ハローワーク等と連携し広報やホームページで障がい者雇用
等の情報を掲載し周知した。 〇

・ハローワークや国及び県等と連携し引き続き情報収集に
努めていく必要がある。

障害者優先調達推進法に基づ
く障がい者就労施設からの物品
等の調達方針により調達目標
を定め、受注機会の増大を図り
障がい者雇用を促進します。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・障害者優先調達法に基づく物品等の調達を継続して行う。

・物品等の調達実績をホームページで公表する。

・障害者優先調達法に基づいて、令和5年度の障がい者就労施
設等からの物品調達方針を町ホームページに掲載し、広く周知
に努めた。

・庁内の課長会議で障がい者就労施設等からの物品調達を積
極的に行うよう依頼し、実績増に努めた。

◎
・行政内で働きかけを行い、受注機会を拡大していくことが
必要である。

行政内において、就労の場の提
供を検討します。

人
事
係

総
務
課

・「障がい者活躍推進計画」に基づき今後も雇用者数を維持
していく。

・「障がい者活躍推進計画」の計画どおり、雇用した。

・令和5年6月1日現在の障がい者の実雇用率は2.71%となってお
り、法定雇用率以上の雇用者数となっている。

◎
・今後、法定雇用率が2.6％から3.0％に改められるため、障
がい者の雇用者数を増やす必要がある。

(

1

)

 
雇
用
の
場
の
拡
大

障
が
い
者
雇
用
の
促
進

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

基本
方針

施策 施策の内容 R5計画 評価 今後の課題等

   分野７：雇用・就業の支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

所管課
(係)

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

就労を希望する障がい者等に
対し、障害福祉サービス等によ
り就労の機会を提供し一般就労
に向けた支援を行います。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・障害者就労・生活支援センターや障害福祉サービス（就労移
行支援事業所・就労継続支援Ａ・Ｂ型の事業所）の利用を案内
する。

・一般就労が困難な障がいのある人に対し、相談支援専門員と連携
し、障がい福祉サービスを提供することで就労の機会を確保した。

　令和5年度の利用者の人数（令和6年3月末時点）
※カッコ内は令和4年度末の支給決定者数

　      就労移行支援 　  ：　6名　（ 6名）
     　 就労継続支援A型：　13名　（ 12名）
　      就労継続支援B型：　46名　（ 44名）

◎

・多様な就労の機会が提供できるよう継続して支
援し、就労へつなげていくことが必要である。

事業所や障害者就業・生活支
援センターと連携し総合的な就
労支援を行います。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・利用希望者の状況を把握し、その時に適したサービスの提供
ができるよう支援していく。

・障がい者就労・生活支援センターの業務連絡会議等に出席
し、就労への様々な情報を共有することで、就労支援に活かし
ていく。

・対象者の状況を把握し、適したサービスや就労に関しての情報提
供を行った。

・障がい者就労・生活支援センターの業務連絡会議には業務の都合
により出席できなかったが、中間・遠賀圏域若者自立支援機関連携
会議に出席し、自立支援相談機関等と情報共有を図った。

〇

・対象者の状況を把握したうえで、必要なサービス
を継続していく必要がある（状況に応じて、就労系
サービスの利用が難しい場合は他のサービスを利
用し、就労系サービスへ移行できるよう支援してい
く）。

広報紙で職業訓練等の周知を
行います

商
工
観
光
係

産
業
観
光
課

・職業訓練生の募集等、就労に関する情報を継続して窓口で
の掲示や町のホームページ、広報あしやで周知する。

・職業訓練生の募集等、就労に関する情報を継続して窓口での掲示
や町のホームページ、また下記のとおり広報あしやで周知した。
8月・10月・11月・3月号　職業訓練生募集のお知らせ
11月・3月号　労働相談会のお知らせ
11月・12月号　マイテク・センター北九州職業訓練講座

・窓口に就労募集パンフレットを配架した。

◎
・職業訓練生の募集等、就労に関する情報を窓口
での掲示や町のホームページ、広報あしやで引き
続き周知する必要がある。

(

2

)

 
総
合
的
な
就
労
支
援

職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン
の
推
進

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

   分野７：雇用・就業の支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

基本
方針

施策 施策の内容
所管課

(係)
R5計画

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）

評価 今後の課題等
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

(

1

)

 
福
祉
教
育
の
充
実

小
・
中
学
校
に
お
け
る
福
祉
教
育
等
の
推
進

小・中学校において障がいにつ
いて学ぶ機会を設け、児童・生
徒の障がい者理解を深めます。

学
校
教
育
係

学
校
教
育
課

・各学校における特別支援学級や通級指導教室の啓
発を継続し児童・生徒や保護者への理解を深める。

・児童・生徒及び保護者に対し、特別支援コーディネーターが、全体
（入学式・集会等）及び個別（懇談会、教育相談等）で、特別支援学級
や通級指導教室に関する説明（啓発）を行った。

◎
・特別支援学級や通級指導教室への入級対象者が年々
増加しているので、継続して啓発を行っていくことが必要
である。

(

2

)

 
教
育
相
談
の
充
実

教
育
相
談

教育相談会を実施し、支援を要
する児童・生徒の教育的支援や
就学指導及び進路指導を行い
ます。

学
校
教
育
係

学
校
教
育
課

・発達や成長が気になる子ども及びその保護者を対象
に、小児科医師や臨床心理士等が面談を行い、指導
や助言を行う教育相談を実施する。（8月予定）

・8月に発達や成長が気になる子ども及び保護者を対象に、小児科
医師や臨床心理士等が面談を行い、指導や助言を行う教育相談を
実施した。
　
　　　令和5年度参加者：1１名

◎
・支援が必要な児童や生徒に対し、専門的知見からの指
導、助言を行う教育相談を継続して行っていくことが必要
である。

芦屋町特別支援教育連携協議
会において、支援を要する児
童・生徒に対し将来を見据えた
円滑な支援がなされるよう協議
を行います。

学
校
教
育
係

学
校
教
育
課

・芦屋町特別支援連絡協議会を開催することで、関係
各所との情報共有を図るとともに、継続した支援がなさ
れるよう連携強化を図る。
　　　2回/年

・保・幼・小・中だけでなく、学識経験者や特別支援学校教諭、保護者
等を招聘し芦屋町特別支援教育連携協議会を開催した。これによ
り、情報共有を図ると共に、将来を見据えた継続した支援がなされる
よう連携強化を図った。
　　　　令和5年度：2回開催

◎
・支援を要する児童・生徒に必要な支援がなされるよう、
関係者との情報共有を継続していくことが必要である。

「あしやすくすくファイル」の活用
や個別の指導計画、教育支援
計画により適切な指導及び必
要な支援を行います。

学
校
教
育
係

学
校
教
育
課

・就学児健診の際に「あしやすくすくファイル」を活用
し、学校教員と就学児及び保護者の面談を行う。その
中で、子どもの気になる点などを確認し、早期支援につ
なげる。

・各学校において、個別の指導計画・教育支援計画の
更新を行う。

・就学前健診の際に「あしやすくすくファイル」を活用した、学校職員と
就学児及び保護者の面談を実施した。その際、紛失や未記入者に対
しての記載を呼び掛けた。

・各学校において、個別の指導計画・教育支援計画の更新を行った。

〇

・「あしやすくすくファイル」を活用している人が少ない。
「あしやすくすくファイル」の内容や活用方法を見直すとと
もに、利用促進について継続して啓発していくことが必要
である。

(

3

)

 
特
別
支
援
教
育
の
充
実

特
別
支
援
教
育
の
充
実

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

   分野８：教育の振興　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

基本
方針

施策 施策の内容 R5計画 評価 今後の課題等
所管課

(係)
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芦屋町障害者計画【R５】評価表

(

1

)

交
流
活
動
の
促
進

レ
ク
リ
エ
ー

シ
ョ
ン
活
動
の
充
実

障がい者レクスポ大会等のレク
リエーション活動を通じて、障が
い者との交流を図り障がい者の
社会参加を促進します。

社
会
教
育
係

生
涯
学
習
課

・障がい者レクスポ大会を開催する。また、開催に当たっ
て、関係団体と日程等の調整を行う。

・広報あしや及び町のホームページで障がい者レクスポ
大会の周知を行う。

・令和6年3月23日（土）に、令和5年度障がい者レクスポ大会をコロナ
禍前の形式（運動会形式）で実施した。（競技参加者：66人）

・広報あしや令和6年3月号及び町のホームページで周知を行った。

◎

・令和5年度の参加団体や関係団体などに意見を聴
いて、競技内容や運営体制を検討する。

・特別支援学級への通知は見送った。事業には健
常者も参加できるため、案内を行う場合は特別支援
学級を含め、全児童・生徒を対象に案内することを
検討する。

・イベントの周知方法を検討し、見学者増加を図る。

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
育
成

手話奉仕員養成講座により、地
域におけるボランティアの担い
手を育成します。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・1市4町（中間市・遠賀郡）合同で手話奉仕員養成講座を
開催し、手話奉仕員を養成する。
　　手話奉仕員養成講座（基礎編）開催
　　期間：6/28～3/27　25回
　　場所：岡垣町　いこいの里

・広報あしや及びホームページで手話奉仕員養成講座開
催について周知する。

・一市四町（中間市・遠賀郡）合同で手話奉仕員養成講座を開催した。
　　手話奉仕員養成講座（基礎編）開催
　　期間：6/28～12/27　　25回
　　場所：岡垣町　いこいの里
　　 　　　芦屋町の参加者　0名

・広報あしや5月号に手話奉仕員養成講座開催について掲載し、周知
を図った。

◎
・地域で活動するボランティア育成を継続して行って
いく必要がある。

障がい者団体等の活動推進の
ため、団体の広報活動や団体
間の連携を支援します。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・要請に応じ、町のホームページや広報あしやで障がい者
団体の活動等について周知する。

・周知する際に活動の内容が把握しやすいように、文字だ
けでなく実際の活動状況の写真も一緒に掲載する。

・後援の申請があり、広報あしや8月号で障がい者団体のイベントにつ
いて周知した。 ◎

・障がい者団体と連携し、活動推進を支援していくこ
とが必要である。また、実際の活動の内容が把握し
やすいよう周知方法について検討が必要である。

障がい者団体等が行う事業に
ついて自発的活動支援事業に
基づき助成を行い、団体活動を
支援します。

障
が
い
者
・
生
活
支
援
係

福
祉
課

・芦屋町障がい者等自発的活動支援事業について継続し
て周知する。

・事業に基づき、障がい者活動団体へ補助金を交付する。

・芦屋町障がい者等自発的活動支援事業補助金交付実績
（令和5年度　0件） ー

・障がい者の自発的な活動を充実させるため、制度
の周知をより一層図ることが必要である。

  ◆基本理念：いきいきと暮らせる　笑顔のまち

基本
方針

施策 施策の内容 R5計画 評価 今後の課題等

(

2

)

 
各
種
団
体
の
支
援

障
が
い
者
団
体
等
の
活
動
支
援

   分野９：社会活動の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎：計画を達成した　　〇：概ね計画を達成した　　△：計画どおりに実施できなかった　　－：本年度は計画はなかった

所管課
(係)

R5取組結果・実績
（具体的に記載すること）
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